
先導－１ 
空き家を所有等するサービス付き高齢者向け住宅等入居者 

の意向調査 

事業主体 一般社団法人 高齢者住宅推進機構 

対象地域 全 国 
□過疎、豪雪、山村、離島等の条件不利地域  

■ 郊外住宅地  

■ 密集市街地・中心市街地 

事業概要 

サービス付き高齢者向け住宅の入居者を対象に、持家の現状や今後の管理・

処分意向等を把握し、空き家を保有する高齢者等への情報提供、相談等に必

要なデータを整備する。 

効果計測指標 着手時点 完了時点 今後の目標値 

機構ＨＰによる調査結果 

ダウンロード数 
－ － 2000 件（H25 年度） 

１．事業内容 

（１）調査の背景と目的 

空き家の活用を図る上で所有者の活用意向の把握は重要であるが、空き家所有者の特定の

難しさ等から、調査の実施は容易ではない。しかし、高齢者が高齢者住宅への住み替え行動

に着目し、空き家化のプロセスを解明することは、空き家の活用・管理及び高齢者の住み替

え行動の円滑化を図る上で有用だと考えられる。 

そこで、本事業はそうした問題意識より、今後の空き家の活用等と住み替えの円滑化を図

るための基礎的情報を整えることを目的とし、調査に協力していただいた当機構の会員が賃

貸等するサービス付き高齢者向け住宅（以下、「サ付き住宅」）等の入居者を対象とし、ア

ンケートを調査及びヒアリング調査を行い、転居前の住宅の現状と今後の活用意向等を把握

する。 

（２）事業手順と事業内容 

１）調査対象住宅の特定 

機構会員の協力によりサ付き住宅等の住所や戸数等の情報提供を得て、計 55 住宅（合計

2,133 戸）を調査対象とした。 

・特定期間 ：平成 24 年 11 月２日（金）～平成 24 年 12 月３日（月） 

・調査対象 ：11 会員が賃貸等する 55 住宅（合計 2,133 戸） 

２）アンケート調査の実施 

住宅別に、管理人等に調査票を送付し、入居者への配布回収、とりまとめ及び返送を依

頼した。 

・調査期間 ：平成 24 年 12 月 14 日（金）～平成 25 年１月９日（水） 

・配布数  ：配布数 2,048 票（入居者数を確認後送付） 

・有効回収数：455 票（回収率 22.2％） 

 回答対象者 主要調査項目 

調査Ａ 全員 
入居者の状況、今の住まいへの住み替え理由、以
前の住まいの状況 

調査Ｂ 
以前の住まいを空き家など
にしている入居者を対象 

以前の住まいの活用状況、管理状況、活用時の相
談状況、サービスなどの利用意向 

調査Ｃ 
以 前 の 住 ま い を 売 却 ・ 賃
貸・解体した入居者を対象 

以前の住まいの活用状況、活用時の相談状況、サ
ービスなどの利用意向 

■アンケート調査の概要 
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３）ヒアリング調査の実施 

アンケート調査の「ヒアリング調査へのご協力のお願い」に任意で氏名、連絡先を記入

いただいた方よりヒアリング対象を抽出し、当機構の会員の法人担当者及びサ付き住宅等

の管理者の了解を得たうえで、対象者に電話及び文書でヒアリング協力の依頼を行った。 

・調査期間 ：平成 25 年１月 28 日（月）～同年２月６日（水） 

・調査方法 ：入居者への個別ヒアリング（対面式） 

・対象者数 ：15 名（５住宅） 

 

（３）事業内容 

１）基礎資料の収集と調査の方向性の検討 

本調査のアンケート調査票等の企画や実施に際し、下記の基礎資料を収集し、空き家の実

態と課題等の空き家に関する調査の概要を把握した。 

■基礎資料リスト 

基 礎 資 料 出 典 等 

空き家の現状と課題 
http://www.sumikae-nichiikikyoju.net/akiya/pdf/
top_01akiya_kadai_20130205.pdf 

地方公共団体の取組み事例 
http://www.sumikae-nichiikikyoju.net/akiya/pdf/
top_02chihoutorikumi_all_20130215.pdf 

平成２１年度 空家実態調査報告書 
http://www.mlit.go.jp/report/press/house02_hh_
000036.html 

地方公共団体における空家調査の手引き

ver.１ 

http://www.sumikae-nichiikikyoju.net/akiya/pdf/
top_05honpen_20120706.pdf 

空き家の有効活用の促進について 市街地再開発 第 509 号（2012 年９月） 

上記の基礎資料の分析を参考にしつつ、本調査の特徴を活かしたアンケート調査等の企画

の方向性について以下のように設定した。 

■本調査の特徴とその特徴を活かしたアンケート調査等の企画の方向性 

１）サ付き住宅等への住み替えを行った高齢者の以前の住まいの状態や活用等に関する総合

的なアプローチを行うこと 

これまで地方公共団体等で実施されてきた空き家調査は、特定の地域を対象としたもの

や「空き家」所有者のみを対象とするものが多いと考えられる。これに対し、本調査は当

機構の会員によるサ付き住宅等が一定の地域に限定されないことから、会員の協力を得て、

サ付き住宅や有料老人ホーム等に住み替えを行った高齢者を対象にしている。このことに

よって、住み替えを契機として、現段階において「空き家等」としている高齢者と「売却

等」を行っている高齢者をトータルにとらえることが可能となる。こうした特徴を活かし、

以下の３点に留意してアンケート調査等の企画を進めた。 

① サ付き住宅等に入居した高齢者の以前の住まいの「現在の状況」を正確にとらえること。 

② 現在、「空き家等」としている高齢者に対しては、今後の活用意向や現在の管理に関す

る課題、管理に関するサービスへの考え方等を掘り下げて把握すること。 

③「売却等」を行った、または行おうとしている高齢者に対しては、売却等の理由、相談

相手等を把握し、以前の住まいの今後の活用に向けた手がかりを得ること。 
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２）機構会員の協力を得て要介護度の比較的高い高齢者も可能な範囲で調査対象とすること 

既往の空き家調査では、当然ながら「空き家」所有者等が任意で回答することが基本で

あり、結果的に、比較的健康な高齢者による回答が多かったものと考えられる。その結果、

要介護度の高い高齢者から空き家等の今後の活用意向等を把握することは容易ではなく、

空き家等としている住宅所有者からバランス良く調査の回答を得ることは難しかった。し

かし、本調査では機構会員の協力を得られるため、入居者自身によるアンケート票の回答

や提出が困難な場合においても、入居者の家族だけでなく管理人等によるアンケート票の

回答や回収に協力していただくことが可能である。 

 

２）アンケート調査による空き家を所有等する高齢者の意向の把握 

① 分析方針 

ⅰ）基本方針 

・単純集計及び「住戸規模類型別」と「月額負担類型別」の２類型によるクロス集計を行

う。 

・「主要集計結果及び分析」においては、全ての単純集計の結果を示したうえで、関連す

る調査項目について、クロス集計の結果を併記する形で分析を進める。 

ⅱ）類型設定の方針 

ａ）住戸規模による類型別集計 

○判断方法 

・同一住宅内に異なる規模の住戸がある場合は、戸数が最も多い住戸規模とする。 

・最も多い住戸規模が同数ある場合は、小規模の住戸規模とする。 

・全ての住戸規模が異なる場合は、平均の住戸規模とする。 

○類型区分の設定と住宅数 

・住生活基本計画（全国計画）における単身者の誘導居住面積水準及び最低居住面積水準

に基づき、25 ㎡、40 ㎡、55 ㎡を類型区分の区切り値とする。 

■類型区分の設定と住宅数 

類  型 住宅数 

類型１ 25 ㎡未満/戸 １４住宅 

類型２ 25～40 ㎡未満/戸 ８住宅 

類型３ 40～55 ㎡未満/戸 ７住宅 

類型４ 55 ㎡以上/戸 ５住宅 

※誘導居住面積基準：一般型誘導居住面積水準（単身者）55 ㎡ 

都市居住型誘導居住面積基準（単身者）40 ㎡ 

※最低居住面積基準：（単身者）25 ㎡ 

ｂ）月額負担額による類型別集計 

○判断方法 

・月額負担額は、住宅に居住するために必要な費用（１ヵ月あたりの家賃・共益費・状況

把握生活相談サービスの費用の合計として、食事に関する費用は含まない。）とする。 

・単身用の費用を基本とする。 

・住戸により費用が異なる場合は、最低金額と最高金額の中間値とする。 

○類型区分の設定と住宅数 
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・生活保護受給額と厚生年金の平均受給額から食事に関する費用（概ね３万円と想定）を

差し引いた金額として、８万円と 15 万円を類型区分の区切り値とする。 

 ■類型区分の設定と住宅数 

類  型 住宅数 

類型１ 月額負担額が比較的低い住宅⇒月額負担額が８万円未満 ８住宅 

類型２ 月額負担額が中程度な住宅⇒月額負担額が８～15 万円未満 ２０住宅 

類型３ 月額負担額が比較的高い住宅⇒月額負担額が 15 万円以上 ６住宅 

（参考）・生活保護受給額（生活扶助費＋住宅扶助費） （全国平均：104,637 円） 

・平成 19 年度末時点厚生年金（老齢年金）の平均受給額 

（男性：2,174,710 円/年≒181,255 円/月） 

 

② 主要集計結果及び分析 

以下に単純集計及び住戸規模による類型別の主要集計結果を示す。月額負担額による類型

は住戸規模と相関が高く（住戸規模が大きいほど月額負担は一般に大きい）、住戸規模によ

る類型と同様の傾向であるため、ここでは掲載しない。 

調査票の構成上、調査Ｂについては「一時的に住む家や荷物置き場、空き家などにしてい

る方」（Ａ調査票の問３⑥の選択肢２～７の回答者）、調査Ｃについては「売却・賃貸・解

体した方」（Ａ調査票の問３⑥の選択肢８～10 の回答者）を対象とする限定調査（設問）で

ある。しかし、問３について回答がないにもかかわらず、調査票Ｂ・Ｃを回答している場合

があったため、問３に回答がない場合であっても、調査Ｂ又は調査Ｃに回答がある場合は、

以下のように有効回答として取り扱っている。 

■Ｂ調査票及びＣ調査票の基本的な分析対象回答数（母数）の取扱い 

Ｂ調査 

以前の住まいを空き家等としている 87 票（問３⑥の選択肢２～７を回答）及び、

問３に回答がないものの調査Ｂに回答した６票を加え、基本的な分析対象回答数は

93 票となる。 

Ｃ調査 

２つの設問における、以前の住まいを売却・賃貸・解体している状況（問３⑥の選

択肢８～10 を回答及び調査Ｃ問８の回答）を整理・把握した結果、基本的な分析対

象回答数は 165 票となる。 

 

 4 



＜Ａ調査＞（回答対象者：全員） 

ⅰ）回答者及び問１（回答対象者：全員） 

ａ）回答者(単数回答) 

図 回答者(単数回答) 

○回答者については、「入居者自身」が約２/

３を占めており、これらの多くは自立や要介

護度の低い方が占めるものと考えられる。一

方、「家族」あるいは「今の住まいの管理人

など」が回答した場合も１割前後あり、要介

護度の高い方も一定程度、本調査に協力して

いただいているものと考えられる。 

入居者自身

67.3%

家族

14.3%

今の住まいの

管理人など

9.5%

その他

0.4%

不明

8.6%

n=455

 
 

ｂ）問１①性別（単数回答） 

図 性別(単数回答) 

○回答者の性別については、女性が６割を超え

ている。 

 

男性

34.3%

女性

63.3%

不明

2.4%

n=455

 
 

ｃ）問１② 年齢（単数回答） 

図 年齢(単数回答) 

○回答者の年齢については、74 歳以下の回答者

は約 15％であり、75 歳以上（後期高齢者）が

大半を占めている。とくに 85 歳以上の回答者

が１/３を上回っている。 

 

60歳未満

0.9%
60～64歳

2.6%
65～69歳

3.3%
70～74歳

8.1%

75～79歳
15.6%

80～84歳
31.6%

85～90歳
25.5%

90歳以上

10.5%

不明

1.8%

n=455
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ｄ）問１③ 今の世帯状況(単数回答)   

図 今の世帯状況(単数回答) 

○回答者の世帯状況は、３/４以上が単身世帯

である。 

 

単身

76.7%

夫婦

15.4%

自身と子ども

2.6%

自身と兄弟・

姉妹

0.2%

その他

0.4%
不明

4.6%

n=455

 
 

ⅱ）問２（回答対象者：全員） 

ａ）問２① 今の住まいへ住み替えた主な理由(複数回答) 
図 今の住まいへ住み替えた主な理由(複数回答) 

○今の住まいへ住み替えた主な理由は、「安

否確認や生活相談などのサービスがあるか

ら」、「食事の提供があるから」が６割以

上を占める。生活上の何らかの不安や不便

を感じ、安否確認や生活相談、食事提供な

どのサービスを受けられる住宅へ住み替え

ている状況がうかがえる。 

○「子どもや親類などの近くだから」、「買

い物や通院に便利だから」という立地を理

由とした回答がそれぞれ３割以上であり、

今の住まいの選択に立地が関与することが

予想される。 

 

64.4%

61.1%

18.2%

26.2%

13.4%

10.8%

32.5%

22.9%

36.3%

35.6%

31.2%

29.9%

27.5%

10.8%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80%

安否確認や生活相談などの

サービスがあるから

食事の提供があるから

入浴や排せつなどの

介護サービスがあるから

訪問介護サービス事業所等が

併設されているから

洗濯や掃除などの

家事サービスがあるから

イベントやサークル活動などの

入居者同志の交流があるから

適切な広さだから

浴室やトイレの設備等が

機能的だから

手すりがついている、段差がないなど

暮らしやすいから

子どもや親類などの近くだから

買物や通院に便利だから

家族に勧められたから

収入や所得に見合った

費用負担だから

その他

不明

n=455

 
○さらに、住戸規模類型別に今の住まいへ住み替えた主な理由を分析すると、25 ㎡未満の入

居者は、他の住戸規模の入居者に比べ、「食事の提供があるから」、「入浴や排せつ等の介

護サービスがあるから」、「訪問介護サービス事業所等が併設されているから」、「掃除や

洗濯などの家事サービスがあるから」の回答の割合が高い。住戸規模の小さなサ付き住宅等

の入居者の選択基準は、既に生活支援サービスを必要とし、食事の提供や介護サービスに対

する期待が高いと考えられる。 

○一方、40 ㎡以上のサ付き住宅等の入居者は、他の住戸規模の入居者に比べ、「適切な広さ

だから」、「手すりがついている、段差がないなど暮らしやすいから」、「買物や通院に便

利だから」の回答の割合が高く、「介護サービス」や「家事サービス」の回答の割合が低い。

このことから、住戸規模の大きなサ付き住宅等の入居者は、現段階では介護や家事支援をあ

まり必要としておらず、自立した生活を望むことから、介護や家事などの「生活支援サービ

ス」よりも「住宅の広さやバリアフリー性能」や「立地」等、アクティブな暮らしを継続で
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きるかどうかを選択基準として住み替えを行っている状況がうかがえる。 

 

図 住戸規模類型別 今の住まいへ住み替えた主な理由(複数回答) 

64.4%

61.1%

18.2%

26.2%

13.4%

10.8%

32.5%

22.9%

36.3%

35.6%

31.2%

29.9%

27.5%

10.8%

1.3%

73.1%

87.8%

42.9%

45.5%

30.1%

10.3%

15.4%

19.2%

23.7%

32.1%

11.5%

39.1%

28.8%

3.2%

0.6%

64.4%

59.8%

12.6%

24.1%

9.2%

11.5%

27.6%

20.7%

40.2%

48.3%

27.6%

32.2%

24.1%

10.3%

1.1%

55.8%

49.0%

2.9%

12.5%

1.9%

8.7%

44.2%

27.9%

37.5%

39.4%

44.2%

31.7%

29.8%

12.5%

1.0%

60.2%

35.2%

1.9%

13.0%

3.7%

13.0%

50.0%

25.0%

50.0%

26.9%

50.0%

13.0%

25.9%

20.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安否確認や生活相談などの

サービスがあるから

食事の提供があるから

入浴や排せつなどの

介護サービスがあるから

訪問介護サービス事業所等が

併設されているから

洗濯や掃除などの

家事サービスがあるから

イベントやサークル活動などの

入居者同志の交流があるから

適切な広さだから

浴室やトイレの設備等が

機能的だから

手すりがついている、段差がないなど

暮らしやすいから

子どもや親類などの近くだから

買物や通院に便利だから

家族に勧められたから

収入や所得に見合った

費用負担だから

その他

不明

全体(n=455)
～25㎡未満(n=156)
25～40㎡未満(n=87)
40～55㎡未満(n=104)
55㎡以上(n=108)

 
 

ⅲ）問３（回答対象者：全員） 

ａ）問３① 以前の住まい(単数回答)  

図  以前の住まい(単数回答)     

○以前の住まいについては、「戸建て住宅（持

ち家）」と「共同住宅（持ち家）」の計で

ある持ち家からの住み替えは約３/４を占

める。一方、「戸建て住宅（借家）」と「共

同住宅（借家）」の計である借家からの住

み替えは２割に満たない。 

 

戸建て住宅

（持ち家）

59.8%

戸建て住宅

（借家）

2.4%

共同住宅

（持ち家）

（分譲ﾏﾝｼｮﾝ

など）
14.7%

共同住宅（借家）

（賃貸ﾏﾝｼｮﾝ・

ｱﾊﾟｰﾄなど）
16.5%

その他

4.8%

不明

1.8%

n=455
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ｂ）問３② 以前の住まいが建てられた時期(単数回答) 

図 以前の住まいが建てられた時期 

(単数回答) 

○以前の住まいが建てられた時期について

は、昭和 46 年～55 年が約１/４を占め、前

後 10 年も含めた昭和 36 年～平成７年の 35

年間では全体の６割程度を占める。回答者

の多くが 80 歳以上であることを考慮する

と、40 歳前後（30 歳～50 歳）で持ち家を取

得し、そのまま住み続けた後にサ付き住宅

等へ住み替えているケースが多いことが予

想される。 

 

昭和35年以前

8.4%

昭和36年
～45年
14.5%

昭和46年
～55年
26.4%

昭和56年
～平成7年

19.3%

平成8年
～17年
11.4%

平成18年
以降

3.7%

わからない

11.6%

不明

4.6%

n=455

 
 

ｃ）問３③ 以前の住まいの場所(単数回答) 

図 以前の住まいの場所(単数回答) 

○以前の住まいの場所については、「今の住

まいと同じ市町村内」が約４割を占め、比

較的近くからの住み替えが多い。一方で、

「都道府県外」も３割弱存在し、遠方から

の住み替えも一定程度ある。 

 

今の住まいと

同じ市区町村内

40.2%

今の住まいと

同じ都道府県内

（１を除く）
29.2%

都道府県外

27.9%

不明

2.6%

n=455

 
 

ｄ）問３④ 現在の住まいと以前の住まいの距離や時間(単数回答) 

図 現在の住まいと以前の住まいの距離や 

時間(単数回答) 

○現在の住まいと以前の住まいの距離や時間

については、「徒歩圏」を含む 30 分未満と、

30 分以上がそれぞれ約５割を占める。 

 

徒歩圏

13.8%

徒歩圏では

ないが、

電車や車

などを

利用して

30分未満

31.6%

電車や車

などを利用

して30分以上
51.4%

不明

3.1%

n=455
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ｅ）問３⑤ 以前の住まいの所有などの状況(単数回答)  

図 以前の住まいの所有などの状況(単数回答)  

○以前の住まいの所有などの状況については、

「以前から所有している」と「以前は所有し

ていたが、今は所有していない」の計である

持ち家の経験がある入居者が約７割を占め

る。 

 

以前から

所有している

29.9%

以前は所有して

いたが、今は

所有していない
39.1%

元々、

所有して

いない
27.9%

不明

3.1%

n=455

 
 

ｆ）問３⑥ 以前の住まいの主な現在の状況(単数回答) 

図 以前の住まいの主な現在の状況(単数回答) 

○選択肢の「売却を検討中または購入者を募

集中」～「利用しておらず空き家だが賃貸

するには改修や掃除が必要である」を「空

き家等」とすると、約 19％を占める。また、

「賃貸している」、「売却した」、「解体

した」を「売却等」とすると約 36％であり、

一定の有効活用等を行っている。 

○なお、状態は「空き家等」であるが、売却

や賃貸を意思決定している「売却を検討中

または購入者を募集中」、「賃貸を検討中

または入居者を募集中」を「売却等」に含

めた場合、「空き家等」の割合は約 13％、

「売却等」の割合は約 42％となる。 

子どもや親族が

住んでいる
18.9%

売却を検討中または

購入者を募集中である
4.8%

賃貸を検討中または

入居者を募集中である
1.1%

一時的に住む家として

利用している
4.2%

荷物置き場として

利用している
4.2%

利用しておらず空き家

でありそのまま賃貸

できる状態である

1.5%
利用しておらず空き家

だが賃貸するには

改修や掃除が必要

である

3.3%

賃貸している

2.2%

売却した

32.1%

解体した

2.0%

借家住まい

だったため

契約を解除した

16.9%

その他

2.9%

不明

5.9%

n=455

 

○全 455 票のうち、以前の住まいに子ども等が居住しているケースや以前の住まいが借家だっ

たケース等（選択肢１、11、12、13、不明除く）を除くと、252 票（55.4％）となる。これ

らの 252 票は以前の住まいが持ち家で住み替えに際して、空き家等の可能性があるといえる

が、本調査の結果からは、「空き家等」の状態としているものは 87 票（19.3％）、「売却

等」は 165 票（36.3％）で、空き家等の可能性があるもののうち、約２/３の空き家等の候

補は、売却・賃貸・解体のいずれかとして積極的な活用が図られていることとなる。 

○住戸規模類型別に以前の住まいの主な現在の状況を分析すると、「売却した」は、40 ㎡～

55 ㎡未満の住戸規模類型に属する回答者の５割、55 ㎡以上の住戸規模類型に属する回答者

の約６割を占める。現在の住まいの規模が大きいほど、売却等によって荷物等を含め完全に

住み替えた状況が多く見られ、自ら以前の住まいに戻らないと意思決定した結果と類推され

る。 

○一方、25 ㎡未満の場合は、以前の住まいに「子どもや親族が住んでいる」が多く、身体状

況の変化等により対象者のみが住み替えている状況が伺える。また、他に比べて以前の住ま

いが借家である割合が高い。 
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図 住戸規模類型別 以前の住まいの主な現在の状況（単数回答） 

18.9%

32.1%

23.0%

6.7%

8.3%

4.8%

4.5%

5.7%

5.8%

3.7%

1.1%

0.6%

1.1%

2.8%

4.2%

5.8%

6.9%

2.9%

0.9%

4.2%

7.1%

6.9%

1.0%
0.9%

1.5%
3.2%

1.1%

1.0%

3.3%

3.8%

4.6%
2.9%

1.9%

2.2%
1.3%

3.4%

1.0%

3.7%

32.1%

5.1%

23.0%

50.0%

61.1%

2.0%
1.3%

2.3%

3.8%

0.9%

16.9%

25.6%

8.0%

19.2%

9.3%

2.9%

4.5%

4.6%

1.0%

0.9%

5.9%

5.1%

9.2%

4.8%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=455)

～25㎡未満

(n=156)

25～40㎡未満

(n=87)

40～55㎡未満

(n=104)

55㎡以上

(n=108)

子ども

や

親族が

住んで

いる

売却を

検討中

または

購入者を

募集中

である

賃貸を

検討中

または

入居者を

募集中

である

一時的に

住む家

として

利用

している

荷物

置き場

として

利用

している

利用して

おらず

空き家

であり

そのまま

賃貸

できる

状態

である

利用して

おらず

空き家

だが

賃貸

するには

改修や

掃除が

必要

である

賃貸

して

いる

売却

した

解体

した

借家

住まい

だったが

契約を

継続

している

借家

住まい

だった

ため

契約を

解除した

その他 不明

 

 

＜Ｂ調査＞（回答対象者：以前の住まいを空き家などにしている入居者） 

ⅰ）問４（回答対象者：以前の住まいを空き家などにしている入居者） 

ａ）問４① 以前の住まいを空き家などにしている主な理由(複数回答) 

図 以前の住まいを空き家などにしている 

主な理由(複数回答) 

○「一時的に住む家、荷物置き場などが必要だ

から」、「将来、自身の子どもが住むかもしれ

ないため」、「今後、以前の住まいに戻ること

があるかもしれないため」等の理由を回答する

割合が２～３割弱を占めており、積極的な利用

意図をもった理由が比較的多く示されている。  

○「売却・賃貸を検討中、購入者・入居者を募

集中のため」は約１/４であり、資産の活用を

企図している回答者も一定程度を占める。 

○「思い出がある、仏壇がある、お墓を守る必

要があるため、売却・賃貸できないため」や「急

な転居で、以前の住まいの管理・処分について

考える時間がなかったため」、「資産価値が低

く売却・賃貸しても大きな金額とならないた

め」という消極的な理由も一定程度見受けられ

る。 

23.7%

0.0%

26.9%

20.4%

26.9%

15.1%

15.1%

0.0%

2.2%

4.3%

9.7%

1.1%

5.4%

0.0%

3.2%

10.8%

0% 10% 20% 30%

売却・賃貸を検討中、購入者・入居者を

募集中のため

売却・賃貸を検討したが、

購入者・入居者が見つからなかったため

一時的に住む家、荷物置き場などが

必要だから

今後、以前の住まいに戻ることが

あるかもしれないため

将来、自身の子どもが住むかも

しれないため

思い出がある、仏壇がある、お墓を守る

必要があるため、売却・賃貸できないため

急な転居で、以前の住まいの管理・

処分について考える時間がなかったため

売却や賃貸・管理・解体の相談先が

わからなかったため

親族などとの関係で利用方法を

自身一人で決められないため

売却や相続は税制面で優遇されておらず

申告手続きも面倒なため

資産価値が低く売却・賃貸しても

大きな金額とならないため

そのまま持っている方が価値が上がる

と思うため

特に理由はない

わからない

その他

不明

n=93
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ⅱ）問５（回答対象者：以前の住まいを空き家などにしている入居者） 

ａ）問５① 以前の住まいの現在の管理状況(単数回答) 

図 以前の住まいの現在の管理状況(単数回答)   

○以前の住まいの管理状況については、「自

身または子どもや親族が管理している」が

約６割を占めている。一方、「管理会社や

専門管理業者などに委託して管理を行って

いる」という回答は１割強にとどまってお

り、第三者よりも自身または子ども等が管

理を担う傾向がある。また、「ほとんど何

もしていない」が約２割を占めており、管

理が行き届かなくなり、売買や賃貸等の流

通可能な住宅としての価値を維持しにくく

なることが懸念される。 

自身または

子どもや親族が

管理している
59.1%管理会社や専門

管理業者などに

委託して管理を

行なっている
10.8%

ほとんど

何もして

いない
20.4%

その他

2.2%
不明

7.5%

n=93

 

 

ｂ）問５② 以前の住まいの現在の管理頻度(単数回答) 

図 以前の住まいの現在の管理頻度(単数回答) 

○管理の頻度については、「１ヶ月に１回程

度」が約３割を占め、最も多い。 

 
週に

１回程度

22.6%

１ヶ月に

１回程度

29.0%

２～３ヶ月に

１回程度

14.0%

半年に

１回程度

7.5%

１年に

１回程度

2.2%

ほとんど

していない

8.6%

一度もした

ことがない

1.1%

わからない

3.2%

不明

11.8%

n=93

 
ｃ）問５③ 以前の住まいの今後の管理の主な意向(単数回答) 

図  以前の住まいの今後の管理の主な意向

(単数回答) 

○以前の住まいの今後の管理の主な意向につ

いては、「自身または子どもや親族が管理し

ていく」が最も多く約５割を占める。 

 
自身または

子どもや

親族が

管理していく
49.5%

管理会社や専門

管理業者などに

委託して管理を

行なっていく
12.9%

ほとんど

何もしない

つもりである
6.5%

特に

考えていない

15.1%

その他

3.2%
不明

12.9%

n=93
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ｄ）問５④ 以前の住まいの管理上の主な問題(複数回答) 

図 以前の住まいの管理上の主な問題(複数回答) 

○「住んでいないことで家が傷みそうなこ

と」、「十分に掃除などの手入れが行えな

いこと」、「家の補修など費用がかかるこ

と」など、適切な管理に関する不安を多く

感じている状況がみられる。  

○「空き巣などの防犯面が心配なこと」が３

割弱を占めており、維持管理、経済的な負

担と防犯が主たる管理上の問題と考えられ

る。  

○「特に問題はない」という回答は 14.0％に

とどまっている。 

29.0%

10.8%

35.5%

23.7%

26.9%

8.6%

8.6%

4.3%

14.0%

2.2%

6.5%

14.0%

0% 10% 20% 30% 40%

空き巣などの防犯面が心配なこと

住宅の倒壊や火事、ゴミの不法投棄などが

おきそうなこと

住んでいないことで家が傷みそうなこと

家の補修や庭の手入れなど

費用がかかること

十分に掃除や換気、補修、庭の手入れ

などが行なえないこと

十分に掃除や換気、補修、庭の手入れなど

が行なえているかわからないこと

現在の管理方法が適切であるか

わからないこと

今後の管理・処分についての相談先が

わからないこと

特に問題はない

わからない

その他

不明

n=93

 

ⅲ）問６（回答対象者：以前の住まいについて売却・賃貸・解体の検討をした入居者及び購入

者・入居者の募集をした入居者） 

問６は現在、空き家等としている回答者のうち、「売却・賃貸・解体の検討をした方」及

び「購入者・入居者の募集をした方」に問うものである。 

限定質問であるが、対象者を限定する親質問がないため、問６の①～⑤のいずれかにおい

て回答があった 36 票の調査票を本設問に該当する対象者とした。 

ａ）問６① 主な検討者(単数回答) 

図 主な検討者(単数回答) 

○主な検討者は「自身」が２/３、「子ども」

が１/４を占めている。 

 

自身

66.7%

子ども

25.0%

不明

8.3%

n=36

 
ｂ）問６② 売却・賃貸・解体の検討をはじめた時期(単数回答) 

図 売却・賃貸・解体の検討をはじめた時期(単数回答) 

○売却・賃貸・解体の検討を始めた時期につい

ては、入居を決めるまでに検討をしている回

答者が５割近く（選択肢１：11.1％、選択肢

２：27.8％、選択肢３：8.3％）を占めている。 

○一方、「今の住まいに入居した後から」が約

36％であり、サ付き住宅が賃貸住宅のため入

退去の気楽さから、今の住まいの住み心地等

を確認した後に売却等の検討を開始した場合

を含むことが予想される。 

今の住まいへの

入居を検討する前

から
11.1%

今の住まいへの

入居の検討と同じ

ころから
27.8%

今の住まいへの

入居を決めてから

入居するまでの間
8.3%

今の住まいに

入居した後から

36.1%

不明

16.7%

n=36
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ｃ）問６③ 相談・検討期間(単数回答) 

図 相談・検討期間(単数回答) 

○相談・検討期間は回答が分散している。半年

未満の相談・検討期間を要している回答者は

４割弱（選択肢１：16.7％、選択肢２：22.2％）、

半年以上要している回答者も４割程度（選択

肢３～５：いずれも 13.9％）を占める。 

 

１ヶ月

未満

16.7%

１ヶ月～

半年未満

22.2%

半年から

１年未満

13.9%

１年～

２年未満

13.9%

２年以上

13.9%

不明

19.4%

n=36

 
 

ｄ）問６④ 売却・賃貸・解体の検討の主な相談相手(単数回答)  

図 売却・賃貸・解体の検討の主な相談相手

(単数回答) 

○売却・賃貸・解体の検討の主な相談相手とし

ては、自身または配偶者の計が約２割である

のに対して、子どもが最多の約３割程度を占

めている。一方で、「不動産業者など」を挙

げる回答者も１/４存在しており、財産の処分

等に関して、一定の専門知識を持つ業者の意

見を求める場合も一定数を占めている。 

なし

16.7%
配偶者

2.8%

子ども

30.6%

親戚、兄弟など

11.1%

不動産業者

など
25.0%

公的な相談機関

2.8%

その他

2.8%
不明

8.3%

n=36

 
 

ｅ）問６⑤ 購入者・入居者の募集期間(単数回答) 

図 購入者・入居者の募集期間(単数回答) 

○購入者・入居者の募集期間については、回答

は様々であるが、「半年から１年未満」が 25％

を占める。１年以上要しているケースは１割

程度にとどまっており、著しく長期間の募集

を行ったケースは少ない。 

１ヶ月未満

2.8%

１ヶ月～

半年未満
13.9%

半年から

１年未満
25.0%

１年～２年未満

8.3%
２年以上

2.8%

購入者・入居者

の募集をして

いないので

答えられない

30.6%

不明

16.7%

n=36
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ⅳ） 問７（回答対象者：以前の住まいを空き家などにしている入居者） 

ａ）問７① 以前の住まいの今後の主な利用意向(単数回答) 

図 以前の住まいの今後の主な利用意向 

(単数回答) 

○「今後も売却・賃貸の検討、購入者・入

居者の募集を続ける」（17.2％）、「今後、

売却の検討、購入者の募集を始める」

（8.6％）、「今後、賃貸の検討、入居者

の募集を始める」（2.2％）、「今後、解

体の検討をする」（4.3％）の回答は空き

家が解消する可能性が高いと考えられる。

これらの合計は約１/３を占める。なお、

問３⑥の結果より、空き家等の状態のもの

は、全回答 455 票の２割程度（87 票）で

あり、その１/３程度は、空き家等の解消

の可能性があると考えられる。 

今後も売却・賃貸の

検討、購入者・入居者

の募集を続ける

17.2% 今後、売却の検討、

購入者の募集を

始める

8.6%

今後、賃貸の検討、

入居者の募集を

始める

2.2%

今後、解体の

検討をする
4.3%

今のままの

荷物置き場・空き家の

状態を続ける

24.7%

特に考えていない

12.9%

わからない

5.4%

その他

4.3%

不明

20.4%

n=93

 

○「空き家等」の状態が現状のまま続く可能性がある「今のままの荷物置き場・空き家の状

態を続ける」という回答は１/４と最多である。  

○利用意向が明確になっていないと考えられる「特に考えていない」、「わからない」、「そ

の他」、「不明」の合計は４割弱を占める。 

 

ｂ）問 7② 以前の住まいに関するサービスなどの主な利用意向(複数回答) 

図 以前の住まいに関するサービスなどの主な

利用意向(複数回答) 

○「管理や処分についての相談サービ

ス」、「荷物整理や不用品の引き取りサ

ービス」、「売却するためのサービス」

に各１割程度の利用意向がみられる。  

○「サービスの利用はするつもりはない」

という回答は 22.6％である。 

 

10.8%

3.2%

10.8%

4.3%

11.8%

3.2%

22.6%

14.0%

7.5%

31.2%

0% 10% 20% 30% 40%

以前の住まいの管理や処分についての

相談サービスを利用したい

以前の住まいの防犯や管理する

サービスを利用したい

荷物整理や不用品の引取サービスを

利用したい

解体業者を斡旋するサービスを

利用したい

以前の住まいを売却するための

サービスを利用したい

以前の住まいを賃貸するための

サービスを利用したい

サービスの利用はするつもりはない

わからない

その他

不明

n=93
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ｃ）問７③ 地域のための主な利用意向(複数回答) 

図 地域のための主な利用意向(複数回答) 

○「地域のための利用は考えていない」

が３割強で最多であり、「わからない」

が２割強で続いている。条件付きも含め

て地域のために活用してよいと考えて

いる回答者は少数派といえる。 

 

1.1%

4.3%

5.4%

4.3%

31.2%

22.6%

6.5%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40%

地域の高齢者のサービス拠点と

するならば貸しても良い

地域の活性化のために若い世代に

貸しても良い

適切に管理をするならば地域のために

貸しても良い

一定の期間を区切ることが可能ならば

地域のために貸しても良い

地域のための利用は考えていない

わからない

その他

不明

n=93

 

 

＜Ｃ調査＞（回答対象者：以前の住まいを売却・賃貸・解体した入居者） 

ⅰ）問８（回答対象者：以前の住まいを売却・賃貸・解体した入居者） 

ａ）問８ 以前の住まいを売却・賃貸・解体した主な理由(単数回答) 

 

図 以前の住まいを売却・賃貸・解体した主な

理由(単数回答) 

○「以前の住まいは必要ないため」が５

割弱で最多である。その他、「売却によ

る収入を利用して今の住まいへの入居

費用に充てるため」という回答が約１/

４を占め、このような判断をしたうえ

で、売却等を行っている状況がうかがえ

る。 

 

42(25.5%)

7

6

76(46.1%)

11

3

3

1

2

3

2

1

2

0

6

0 20 40 60 80

売却による収入を利用して、

今の住まいへの入居費用に充てるため

住宅を保有することにより、

換金する方が有利だと判断したため

税金や管理費、光熱費などの

費用がかかるため

以前の住まいは必要ないため

売却その他

以前の住まいを貸すことによる収入を今の

住まいの毎月の費用に充てているため

今は、使う予定がないため

人が住む方が建物が傷まないため

賃貸その他

老朽化などにより周囲に

迷惑をかけそうだったため

住まいとして使わないため

駐車場などとして使うため

売却しやすくするため

解体その他

不明

n=165
（件）

売却等

賃貸等

解体等
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ⅱ）問９（回答対象者：以前の住まいを売却・賃貸・解体した入居者） 

ａ）問９① 以前の住まいの売却・賃貸・解体の主な検討状況(単数回答)  

 

図 以前の住まいの売却・賃貸・解体の主な

検討状況(単数回答) 

○「主に売却を検討した」が８割弱を占め、財

産を賃貸して保有し続けたいと考える回答者

は少数である。 

 

主に売却を

検討した
77.0%

主に賃貸を

検討した
4.8%

主に解体を

検討した
3.6%

売却と賃貸の

両方の検討を

した

6.1%

その他

1.2%

不明

7.3%

n=165

 
ｂ）問９② 主な検討者(単数回答) 

図 主な検討者(単数回答)   

○主な検討者については「自ら」が７割強を占め

ている。売却等の判断に関しては、配偶者や子

どもではなく、回答者自らが資産活用のイニシ

アティブを握る傾向が強い。 

自ら

70.9%

配偶者

6.7%

子ども

11.5%

親戚・兄弟など

3.6%

不明

7.3%

n=165

 

ｃ）問９③ 売却・賃貸・解体の検討をはじめた時期(単数回答) 

図 売却・賃貸・解体の検討をはじめた

時期(単数回答) 

○売却・賃貸・解体の検討を始めた時期について

は、「今の住まいへの入居の検討と同じころか

ら」が１/３強で最多である。「今の住まいに入

居した後から」は２割弱にとどまっており、売

却等を実現した回答者は比較的早い段階から、

売却等を想定し、準備を進めている状況がうか

がえる。 

 

 

 

 

今の住まいへの

入居を検討する

前から

21.8%

今の住まいへの

入居の検討と

同じころから

35.8%

今の住まいへの

入居を決めて

から入居する

までの間

20.0%

今の住まいに

入居した後から
17.0%

不明

5.5%

n=165
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ｄ）問９④ 相談・検討期間(単数回答) 

図 相談・検討期間(単数回答) 

○相談・検討期間については、半年未満で売却等

を実現している回答者は５割弱（１ヶ月未満：

17.6％、１ヶ月～半年未満：32.1％）を占め、

比較的短期で売却等が決まっている。 

 

 

１ヶ月

未満
17.6%

１ヶ月～

半年未満
32.1%

半年から

１年未満
19.4%

１年～

２年未満
8.5%

２年以上

6.1%

不明

16.4%

n=165

 
ｅ）問９⑤ 売却・賃貸・解体の検討の主な相談相手(単数回答) 

図 売却・賃貸・解体の検討の主な相談

相手(単数回答) 

○相談相手「なし」が 21.2％、「配偶者」が 15.2％

であり、自らで決めた又は配偶者に相談して決

めたケースは約 36％を占めている。 

○配偶者以外に相談したケースは約 55％を占め

ているが、「不動産業者など」に相談したケー

スはそのうちの１/３（18.8％）にとどまってい

る。売却等の判断の相談相手は、第三者よりも

配偶者や子ども等が中心となる傾向がある。 

 

 

 

ｆ）問９⑥ 購入者・入居者の募集期間(単数回答) 

図 購入者・入居者の募集期間(単数回答)     

○購入者・入居者の募集期間については、回答

は様々であるが、「１ヶ月～半年未満」が約

36％と最多である。１年以上要しているケー

スは１割弱にとどまっており、著しく長期間

を要したケースは少ないといえる。 

 

１ヶ月

未満
19.4%

１ヶ月～

半年未満
35.8%

半年から

１年未満
18.8%

１年～

２年未満
2.4%

２年以上

2.4%

購入者・入居者

の募集を

していない

3.6% 不明

17.6%

n=165

 
 

なし

21.2%

配偶者

15.2%

子ども

24.8%親戚、兄弟など

9.7%

不動産業者

など
18.8%

友人・知人など

1.8%

不明

8.5%

n=165
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ⅲ）問１０（回答対象者：以前の住まいを現在賃貸している入居者） 

ａ）問１０① 以前の住まいの今後の主な利用意向(単数回答) 

図  以前の住まいの今後の主な利用意向

(単数回答) 

○回答数は９にとどまっているものの、「今

後も賃貸を続けるつもりである」が２/３

を占めている。以前の住まいの賃貸状況に

関して一定程度、満足していることから

「賃貸を続ける」という回答者が多いもの

と予想される。 

 

今後も賃貸を

続けるつもり

である

66.7%

今後、空き家と

なった場合は、

解体を検討する

11.1%

今後、空き家と

なった場合は、

自身または家族

などが管理を行う

11.1%

不明

11.1%

n=9

 
ｂ）問１０② 以前の住まいに関するサービスなどの主な利用意向(複数回答) 

図  以前の住まいに関するサービスなどの主

な利用意向(複数回答)   

○「サービスの利用はするつもりはない」

が５割強を占めている。全般的に、各種

サービスの利用を希望する回答者は多く

ない。 

 

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

11.1%

0.0%

55.6%

0.0%

22.2%

11.1%

0% 20% 40% 60%

以前の住まいの管理や処分についての

相談サービスを利用したい

以前の住まいの防犯や管理する

サービスを利用したい

荷物整理や不用品の引取サービスを

利用したい

解体業者を斡旋するサービスを

利用したい

以前の住まいを売却するための

サービスを利用したい

以前の住まいを賃貸するための

サービスを利用したい

サービスの利用はするつもりはない

わからない

その他

不明

n=9

 
ｃ）問１０③ 地域のための主な利用意向(複数回答) 

図 地域のための主な利用意向(複数回答) 

○以前の住まいを賃貸している回答者の

４割強は「地域のための利用は考えてい

ない」と答えている。一方で、「適切に

管理するならば地域のために貸してもよ

い」が２割を超えており、この回答に関

しては、問６③で賃貸・売却・解体を検

討した回答者（現在、空き家等としてい

る）よりも割合が高くなっている。これ

は、以前の住まいを賃貸している回答者

の方が、賃貸に対しての理解、さらに賃

貸するならば地域貢献も重視したいと考

える層が相対的に多いためと予想され

る。 

0.0%

11.1%

22.2%

11.1%

44.4%

0.0%

11.1%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域の高齢者のサービス拠点と

するならば貸しても良い

地域の活性化のために若い世代に

貸しても良い

適切に管理をするならば地域のために

貸しても良い

一定の期間を区切ることが可能ならば

地域のために貸しても良い

地域のための利用は考えていない

わからない

その他

不明

n=9
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③ヒアリング結果の分析 

ⅰ）全体の概要 

15 人の回答者にヒアリングを実施した。アンケート実施時は空き家等の状態だったが、そ

の後、賃貸していた事例が１件あった。また、以前の住まいが賃貸住宅であったが、さらに

その以前に住宅を所有していたため、その内容を回答していた事例が１件あった。そこで、

この事例は整理・分析から除き、以下の 14 件について分析を進めた。 

ヒアリング対象者は、自ら個別の面談によるヒアリングを受けてもよいとの回答を得た事

例から抽出したため、ある程度自立した方が中心となった。14 件のうち、７件が売却、４件

が空き家等であった。 

表 ヒアリング調査の結果 

 件数 現在の状況の理由 検討開始時期 
売却・賃貸 

までの期間 

売却 ７件 

不要なため：６件（入居後

１年経過して不要になった

１件を含む） 

入居費用のため：１件 

入居検討時から：３件 

入居直後から ：３件 

入居１年後から：１件 

１か月以内：３件 

半年～１年：２件 

１年程度：２件 

賃貸 １件 
今後息子が使うこともある

ため：１件 
入居直後：１件 半年程度：１件 

売却・賃貸

の検討中 
２件 不要なため：２件 入居直後から ：２件 ― 

空き家等 ４件 

急な転居のため：１件 

処分ができない理由がある

ため：１件 

一時利用のため：２件 

― ― 

 

ⅱ）売却・賃貸の場合（検討中を含む）の状況 

実際に売却した場合の売却の検討は、７件中６件が入居検討時及び入居直後に始めている。

住み替え先の住宅がある程度の規模であるため、以前の住まいを売却し完全な住み替えを行

っていると見られる。多くが、「以前の住まいを不要」と判断したうえでの行動である。また、

自ら転居先を選択する積極的な住み替え傾向が見受けられた。 

表 売却・賃貸の場合（検討中を含む）の状況 

  入居状況 
住戸 

規模 
売却・賃貸理由 検討開始時期 

売却・賃貸

までの期間 

売却 

1-2 
県外から息子

が呼び寄せ入

居 

33 ㎡ 
息子が不要と判断し

たため 

入 居 先 検 討 と

同時期から 
１年程度 

1-3 
近隣マンショ

ンから入居 
33 ㎡ 

当初は、荷物置き場

としたが、入居１年

を過ぎ、不要となっ

たため 

入 居 後 １ 年 経

過後から 
半年～１年 

2-2 県外から入居 50 ㎡ 入居費用とするため 
入 居 検 討 時 か

ら 
半年程度 

2-4 
近隣マンショ

ンから入居 
60 ㎡ 不要なため 入居直後から １ヶ月以内 

3-1 
近隣マンショ

ンから入居 
42 ㎡ 不要なため 入居直後から １ヶ月以内 

3-4 県内から入居 45 ㎡ 不要なため 入居直後から １ヶ月以内 
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  入居状況 
住戸 

規模 
売却・賃貸理由 検討開始時期 

売却・賃貸

までの期間 

5-2 県内から入居 71 ㎡ 不要なため 
入 居 待 ち の 頃

から 
１年程度 

賃貸 2-1 県内から入居 50 ㎡ 
今後息子が使うこと

もあると思うため 
入居直後から 半年程度 

売却・ 

賃貸の 

検討中 

2-3 県外から入居 60 ㎡ 不要なため 
入 居 直 後 か ら

入居者募集中 
― 

3-2 県内から入居 45 ㎡ 不要なため 

隣 接 す る 住 宅

の 利 用 者 と 売

却を交渉中 

― 

ⅲ）空き家等としている場合の状況 

空き家等としている事例は、４件あった。1-1 の事例は、今後息子が売却等の処分方法を

決定し、空き家等の状況が解消すると考えられる。1-4 は要介護の妻と暮らす高齢夫婦の事

例であり、今後の状況は不明である。4-1、5-1 の事例は、一時的な利用を必要としており、

本人が亡くなるまで現在の状況が継続すると考えられる。一時的な利用が長期にわたること

で、家が傷む、管理が行き届かなくなる可能性もあるが、２事例とも子ども世帯や本人等が

相当の頻度で管理等を行っており、良好な状態を保持できている。 

表 空き家等の場合の状況 

 入居状況 住戸規模 現在の状況 今後の予定 管理上の問題等 今後の想定 

1-1 

急な転居

で県外か

ら入居 

32㎡ 
荷物がそのまま

ある。 

息子が利用する予定は

ない。 

今後は息子と相談して

決める。 

荷物がそのままであり、

月に１回息子が空気の

入れ替えと掃除をして

いる。 

⇒息子が売却等の
処分方法を決めて
空き家の状態を解
消する。  

1-4 

近隣から

身体状況

を考慮し

て夫婦入

居 

32 ㎡を２

室（１室は

物置） 

― 

処分を含めて考えなけ

ればならないと感じて

いる。 

以前の住まいは、妻に

とっては生きた証であ

るため悩ましい。 

― 

⇒売却等の処分方
法の検討は進める
ものの、妻の状況
によって今後の状
況は不明である。 

4-1 
市内から

入居 
25㎡ 

一時利用。 

子ども世帯がお

盆と正月に利

用。 

現在の一時利用を続け

るつもりで特に今後の

利用は考えていない。 

将来は、子どもに住ん

でもらいたいと考えて

いる。 

防犯が心配。 

月１回程度、月命日や婦

人会の集まりの際に、自

ら空気の入れ替え等の

維持管理をしている。 

草取りはシルバー人材

センターに依頼してい

る。 

郵便物、チラシは週1回

新聞の日曜版と共に運

んでもらっている。 

⇒本人が亡くなる
まで現在の状況が
継続する。 

または、本人の体
調などにより住宅
の管理が困難にな
ることも想定され
る。 

5-1 
市内から

入居 
53㎡ 

一時利用。 

娘２人が１ヶ月

に１週間から 10

日程度滞在し親

に面会、家の管

理等を実施。 

自らが亡くなるまでは

現在の状態を続ける。 

子どもが戻って住むこ

とはない。 

広い庭の草取りが心配。 

２週間に１回、庭掃除の

ヘルパーを依頼してい

る。 

郵便は転送、チラシは娘

が整理している。 

⇒本人が亡くなる
まで現在の状況が
継続する。 
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２．成果 

機構会員の協力を得られたサ付き住宅等に居住する高齢者 455 名（票）に以前の住宅の状

況、活用意向などの調査を実施した。会員によるサ付き住宅等であること、さらにアンケー

ト調査、ヒアリング調査にご協力いただけたケースに限定されるが、本調査によって主に以

下のような点が明らかになった。 

 

（１）立地が好条件であるにもかかわらず以前の住宅の２割近くが空き家の状態である。 

回答のあった 455 票は、政令指定都市などの大都市が多くを占めていたため、比較的売却

が容易だったことが考えられる。空き家等の可能性のあるもののうち、約２/３は、売却・賃

貸・解体のいずれかとして積極的な活用が図られていることが明らかとなった。しかし、好

条件にもかかわらず「空き家等」の状態としているものは 87 票（19.3％）を占めることが明

らかになった。 

このことから、単純に本調査の結果を当てはめてみると、サ付き住宅等の整備目標である

60 万戸の 19.3％に相当する 11 万戸以上の持ち家が活用されないこととなる。これらの不動

産流通、住宅管理などは大きな市場であり、新事業として大いに期待できると考えられる。 

 

（２）住み替えを自らの意思決定で行った高齢者は持ち家を積極的に活用している。 

規模の大きなサ付き住宅等（専有面積が 40 ㎡以上）の入居者は、以前の持ち家の売却等を

図る傾向が顕著である。これは、40 ㎡以上の住戸は比較的自立度の高い高齢者が居住してい

ると類推され、自立度の高い高齢者（アクティブシニア）は自らの意思で規模の大きな住戸

へ住み替え、以前の住まいに戻らないと意思決定し、自ら売却に向けて行動をしていると考

えられる。 

一方、25 ㎡未満の住戸に住み替えた入居者の以前の住宅は借家が比較的多いが、以前の住

まいに家族等が継続居住している（つまり介護などの支援が必要になり、サ付き住宅に移り

住む必要が生じて世帯分離した）など、多くは健康状態や経済状態に応じてやむを得ず、住

み替えを行っている状況と予想される。 

そこで、空き家等の発生に際して、「住み替え先を自ら積極的に選択しているかどうか」

が一定の影響を及ぼしていると考えられる。これは、ヒアリングの分析対象とした 14 件のう

ち７件が「売却」しており、そのうち６件が以前の住まいを「不要なため」と回答している

ことからも、裏付けできる。 

こうしたことから、サ付き住宅等へ住み替えを行う際に、健康状態や経済状態等に応じて

やむを得ず住み替えを行う高齢者の持ち家は、活用されない、または管理不全の状態となる

可能性が高いともいえる。 

健康状態の急変などで住み替えを余儀なくされた高齢者は、持ち家の活用についての意思

決定は、家族に委ねられているケースが多く、自ら住み替えを選択し行動する高齢者とは、

持ち家の活用に向けてのアプローチの方法は異なると考えられる。 

 

（３）持ち家の活用に関するサービスのニーズがあり、それらが「住み替え促進」の一環とな

る可能性がある。 

ヒアリング調査結果では、高齢者は騙されるリスクを回避し信頼感を求め、住み替えを余

儀なくされた高齢者は、パッケージされた住み替えに関するサービスを求めている。ヒアリ

ング調査に協力を得られた入居者は、売却も管理も比較的できているケースであるが、サ付
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き住宅等への住み替えを検討する際に、やむを得ず空き家になり管理ができないことなどに

より、サ付き住宅等への入居をためらうこともあると予想される。こうした住み替えに伴う

不安を解消していくことも、サ付き住宅等への入居を円滑にすることに役立つと考えられる。

先に述べたように、ヒアリング調査に協力を得られた規模の大きなサ付き住宅等のアクティ

ブシニアは、「荷物の整理や処分」、「引越しの手配」、「売却または管理」などを知り合

いに依頼したり、インターネット検索で業者を探し依頼するなど、自ら行動を起こしていた。

しかし、そのようなアクティブシニアでさえ、身近に信頼できる相談機関・相談相手が不足

しており、特に一人暮らしの高齢女性は騙されるリスクを非常に恐れていた。以前の住まい

の売却時に不動産業者を選定する際に、一人住まいの住宅に業者等が入ることの不安から、

管理についても、遠い親戚や顔見知りになった宅配便業者（細い糸を手繰り寄せて）を頼り

草抜きや植木の手入れ、郵便受けに溜まったチラシの回収や外壁の見守りを依頼するなど、

信頼のおける人からの紹介やサービス提供を強く求めていた。 

このような高齢者の気持ちにフォーカスすると、健康状態が急激に悪化した高齢者は、自

ら意思決定し、行動を起こせる可能性は非常に低いと考えられる。また、このような場合の

多くはその子供も既に高齢化している、離れて暮らしている、仕事が忙しいなどの諸事情で、

子供も積極的な行動を起こせる可能性は低い。 

そこで、サ付き住宅等の入居相談の際に（健康状態が急激に悪化した高齢者は子供も同席

するであろうと予測される）、「借り上げ」や「買い取り」サービスが望まれるが、そこま

でできないにしても、「引っ越し業者の斡旋」と「家財処分」、「売却」・「賃貸」・「解

体」などの相談と手配、売却等が決まるまでの「草抜き」「チラシの回収」「見回り」など

の管理サービスなど、パッケージされたサービスとして提案されると、高齢者自身も子供も

住み替えへの決断が早まる可能性が高いと考えられる。 

加えて、高齢者は、長年暮らした愛着のある家や家具を手放すことを躊躇う傾向もある。

サ付き住宅等に移り住んだ後に、持ち家への送迎や滞在を支援するサービス、「トランクル

ームの手配」「２戸貸し」などのサービスプランも必要と思われる。 

以上、これらの住み替え促進につながるサービスのあり方について提案した。今後は、ビ

ジネモデルの構築について、地域の状況も勘案しつつ、サ付き住宅等の事業者と地域の仲介

事業者、管理事業者、自治会、ＮＰＯ等との連携が実現可能なのか、地域的条件などを分析

項目に入れ、さらに調査を深めていく必要がある。 

 

３．事後評価 

本調査は、単に空き家の活用にとどまらず、高齢者の経済状況や資産状況など全体を見な

がら新しく移り住む場所を提供するという意味で、重要かつ有効であり、また、住み替え促

進に伴うサービスのあり方を提案することができた。 

 

４．今後の課題 

（１）アンケート調査票のさらなる改善 

アンケート調査である以上、プライバシーに配慮しつつ必要最低限の調査項目で明快な調

査票設計を行うことが基本であるが、今後、以下の項目に関する調査も望まれる。 

① 高齢者の健康状態や所得等の経済状態、住み替え前後の住まいの広さ（回答可能な範

囲で） 

② 住み替え時期や売却等を行った時期等、住み替えに伴う資産活用等の時系列的情報 
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③ 以前の住まいの立地・地域の状況（市場性との関連） 

④ 資産活用のキーパーソンとなる子ども等の住まいの場所 他 

 

（２）資産活用をうまくできない高齢者等へのヒアリングの実施 

今回のヒアリング調査は、空き家等としていても売却等の意思決定をし、売却等を具体的

に検討している高齢者や実際に売却等を行えた高齢者を中心に行っている。今後は、資産活

用を図りたくてもうまくできない高齢者等に対する調査も望まれる。 

 

（３）アンケート調査の対象の拡大と回収率の向上 

本調査では、機構会員のうちサ付き住宅等を賃貸等している 11 事業者に協力を得たが、非

常にデリケートな設問であり、設問数も多かったことなどにより、残念ながら協力を得られ

なかった会員、入居者もいる。本調査のような総合的な取組みを行える空き家関連調査の実

施は容易ではないことから、同様の調査継続の機会があれば、当機構会員への協力を丁寧に

求め、さらなる調査対象の拡大と回収率の向上を目指すことが望まれる。同時に、調査への

理解を得るためには、機構会員にとっても有益な調査となるような工夫も求められる。 

 

５．今後の展開 

上記の今後の課題を踏まえ、条件が整えば継続的にこのような調査を継続し、サ付き住宅

等への住み替えに伴う空き家等発生プロセスの解明や売却等行動のさらなる分析、空き家等

解消や管理の適正化を図る上での支援策（例：相談窓口の設置等）を検討していく材料とし

ていけるよう、取組みを進めていければと考えている。 

なお、今回のヒアリング調査はアンケート調査を補完するものであったが、今後はアンケ

ート調査ではあまり踏み込まずに、ヒアリング調査において深く情報を収集することが有効

であると考えられる。 
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